
処遇改善等加算説明会

令和６年７月 31 日

高知県教育委員会事務局幼保支援課

※本資料は国通知等を参考に作成したものです。
提出書類の作成の際には、国通知「施設型給付費等に

係る処遇改善等加算について」をご確認ください。



新採 ３年目 ７年目 主任 所長 新採 ３年目 ７年目 主任 所長

○処遇改善について

（公定価格の基本分単価・人件費内訳）

所長・主任以外は

経験年数等によら

ず同じ年収で算定

（処遇改善イメージ図）

加算Ⅰ

基礎分

加算Ⅱ

加算Ⅲ

加算Ⅰ

賃金改善要件分

加算Ⅰ基礎分・・・定期昇給による処遇改善

加算Ⅰ賃金改善要件分・加算Ⅲ・・・賃金のベースアップによる処遇改善

加算Ⅱ・・・キャリアアップによる処遇改善

長く働ける職場の構築により、教育・保育の質を向上

373 万円

440 万円

※参考：国通知「令和５年度における私立保育所の運営に要する費用について」

・他産業と比較し、賃金水準が低い

・定期昇給・キャリアアップの仕組みがなく、長く働いてもメリットがない

⇒人材確保が難しく、教育・保育の質の低下につながる・・・

保育士全体の賃金水準の底上げ

経験年数やキャリアに応じて昇給する仕組み
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　 内容 対象者 支給方法・使途

処遇改善等

加算Ⅰ

（基礎分）

職員の平均経験年数に
応じた人件費

定率加算
（平均勤続年数に応じ

2～12%）

非常勤職員を含む
全職員

適切に昇給（勤続年数の長
 い職員の基本給、手当）等

に充当

処遇改善等

加算Ⅰ
(賃金改善要件分）

賃金改善・キャリアアップ
の取組に応じた人件費

定率加算
6%（平均勤続年数が11年以上の場合は

　7%、キャリアパス要件を満たさない場
合は▲2%）

非常勤職員を含む
全職員

確実に賃金改善に充当
（基本給、手当、一時金等）

  ※ 同一法人の他の教育・保育施設

    の職員にも充当可

処遇改善等
加算Ⅱ

技能・経験を積んだ職員
の追加的な人件費

定額加算
4万円×職員数の約1/3
5千円×職員数の約1/5

　※ 配分人数・配分額の柔軟な運用可

         副主任保育士等及び
        職務分野別リーダー等
     （職位発令、経験年数等を満た す者）

  ※令和５年度から所定の研修修了が要件

  ※ 園長は配分不可

確実に賃金改善に充当
（役職手当・職務手当又は基本給）

  ※ 20%の範囲内で同一法人の他の

    教育・保育施設の職員にも充当可

   （令和６年度までの時限措置）

処遇改善等

加算Ⅲ

職員の賃金の継続的な引
上げ（ベースアップ）等

に要する費用

定額加算
　９千円×基礎職員数

      各施設に勤務する全職員

  ※法人役員を兼務する施設長及び通常

   の教育・保育以外のみに従事している 
   職員を除く。

     確実に賃金改善に充当
（賃金改善額の2/3以上は、基本給

   または決まって毎月支払われる手

   当の引上げに より行うこと。）

人件費単価
（人事院勧告対応分）

人事院勧告を受けた国家
公務員給与の改定に準じ

た人件費の引上げ分

【令和元年度以降の人事院
勧告に伴う人件費の増加率】

※ 常勤保育士の値
R元　1.0%　R2　0.9%
R3 　0% 　  R4　１．２%

公定価格上算定
される常勤職員

適切に給与（基本給、手当、
一時金等）に反映
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○各種処遇改善の概要（令和６年度）



○賃金改善の事例

給与表の増額改定・・・・・・・・○

新たに手当を創設・・・・・・・・○

従来の手当を増額・・・・・・・・○

定期昇給とは別に昇給・・・・・○

毎年の定期昇給に充当・・・・・×

（新規事由あり）

新規事由あり＝加算の増額または算定方法変更

加算額の変更に応じて、定期昇給以外の賃金改善を

行う

（新規事由なし）

新規事由ありの年度に引き上げた給与水準を維持する

または、継続して賃金改善を行う

※要注意!!

・処遇改善等加算額分は、すべて昇給や賃金改善に充ててください。

残額が出た場合、翌年度すみやかに一時金等で支払ってください。

・賃金改善が一部の職員に偏らないようにしてください。

・基本給や手当を増額した分、他の手当や賞与等を下げてはいけません。
（国通知「施設型給付費等にかかる処遇改善等加算について」 第３の２）
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基準年度は基本的に加算前年度です
基準年度を「加算前年度」とすることが難しい事情があると認められる

場合には、「加算当年度の３年前の年度」とできる。（令和３年度より新

規事由の有無を問わない。）

加算前年度 加算当年度 起点賃金水準

1級-1号給 1級－２号給 前年度給与表の1級-２号給

1級-1号給 1級－３号給

うち　1号分は賃金改善分

前年度給与表の1級-２号給

保育リーダー 主任保育士（手当） 前年度の主任保育士手当

残業月２０時間（手当） 残業10時間（手当） 前年度の残業10時間分（手当）

非常勤職員 常勤職員・1級－５号給 前年度の常勤職員・1級－５号給

1年間勤務（1級－５号給） 育休で６か月間のみ勤務（1級-5号給） 前年度の1級-5号給×6か月分

賞与　1級－5号給・個人査定150点 賞与　1級－５号給・個人査定100点 前年度の賞与基準・個人査定100点
（※施設の業績査定は当年見込みを適用しない）

※賃金改善を行わない年度は、「起点賃金水準＝当年度の賃金見込額」 5
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○加算Ⅱについて

・主任保育士以外に中核的なリーダーの役職を置き、賃金改善を行います

副主任保育士・専門リーダー・中核リーダー（人数 A・月４万円）・・・職員数の１／３

職務分野別リーダー（人数 B・月５千円）・・・職員数の１／５

・加算の対象者は所定の研修を修了していることが要件となります。

（１）人数 A の対象者 令和５年度 キャリアアップ研修 １分野/幼稚園・認定こども園は 15 時間

令和６年度 キャリアアップ研修 ２分野/幼稚園・認定こども園は 30 時間

令和７年度 キャリアアップ研修 ３分野/幼稚園・認定こども園は 45 時間

令和８年度以降 キャリアアップ研修 ４分野/幼稚園・認定こども園は６０時間

(2)人数 B の対象者 令和６年度以降 キャリアアップ研修 １分野/幼稚園・認定こども園は 15 時間

※研修は毎年受講する必要はありません。

・人数Ａの対象者のうち、１名は必ず月４万円の賃金改善を行ってください。

・人数Ｂは算定した人数以上発令をしてください。

※キャリアアップ研修の修了証は、実績報告等で後日ご提出いただく可能性があります。

大切に保管してください。



0．基礎情報

入力項目

0

※

１．加算Ⅲの加算算定対象人数（人）

選択
項目

入力
項目

職員数
（自動計算）

ａ 0.0 

0.0 

　

　

0.0 

ｂ 　 0.0 

ｃ 　 0.0 

ｄ 　 0.0 

ｅ 0.0 

ｆ 0.0 

g 0.0 

h 0.0 

i 0.0 

j 0.0 

k 0.0 

m 0.0 

2.4 

合計 2.4 

加算Ⅲ算定対象人数（1人未満端数　四捨五入） 2 

利用定員数

在籍園児数

４歳児以上児

３歳児（※満３歳児含む）

うち満３歳児

年齢別配置基準による職員数

（4歳以上児）

３歳児配置改善加算

満３歳児配置改善加算

小計（小数点第一位四捨五入）

講師配置加算

チーム保育加配加算

通園送迎加算

給食実施加算

主幹教諭等専任加算

療育支援加算

事務職員配置加算

指導充実加配加算

事務負担対応加配加算

栄養管理加算

年齢別配置基準

利用定員数に基づく職員数

各月平均の年齢別児童数を使用する場合は、別途配布している「年齢別児童数計算表」により計算
した児童数を入力すること。
特例給付を受けて利用する児童がいる場合は、該当する年齢区分に含めること。

0.0 
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○加算Ⅲについて

・職員ひとりあたり９千円相当の賃金改善を行うものです。（令和４年 10 月～）

・令和５年度から、加算額算定方法が変わりました。

在籍園児数は加算当年度

の見込園児数を記載する

４月に取得している加算を

選択する

算定対象人数

（加算算定対象人数計算表)

令和６年度に加算額が増える場合は、

職員への配分も増額が必要です！

（加算額以上配分する）

※加算Ⅲの注意点

①加算Ⅲの対象とならない職員

・法人役員を兼務する施設長

・一時預かりや延長保育等のみに従事する職員

②賃金改善の方法

改善額の２／３以上は基本給または毎月決まって

支払われる手当で改善する



○R5 実績報告の流れ

加算額の算定
参考様式（加算額算定シート）

R5 年度各月の園児数、加算の取得状況を入力。

R５は人件費の改定あり。

賃金改善実績（職員

別）の作成

加算Ⅰ 別紙様式６別添１

加算Ⅱ 別紙様式８別添１

加算Ⅲ 別紙様式 10 別添１

賃金改善実績報告書

の作成

加算Ⅰ 別紙様式６

加算Ⅱ 別紙様式８

加算Ⅲ 別紙様式 10
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（加算Ⅰ算定シート）
（参考様式）

【加算額算定シート（地域型保育）】（加算Ⅰ）

１．当年度の状況　（％） ２．基準年度の状況　（％） ３．人件費の改定分に係る改定率　（％）

R4 □ 1．当年度の状況

基礎分 □ 2．.基準年度の状況

賃金改善分 …① …③ □ 3．人件費の改定分

合計 0 …② 0 …④ □

□ 5．加算認定の有無

□ 6．単価

□

６．単価（加算Ⅰ）

４．児童数 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 通年

標
短
標
短
標
短

※障害者保育加算の対象

※障害者保育加算の対象

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

６．単価（その他加算）

５．加算認定の有無 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 通年

※割合（「0.1」など）

※割合
※割合
※割合
※割合

　（※）家庭的保育事業の「常態的に土曜日に行わない場合」はこれではありません。

(単価×加算率)×児童数
処遇改善Ⅰ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
資格保有者 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
家庭的保育補助者 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

夜間保育 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

（単価×加算率）÷初日児童数×初日児童数
休日保育 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
栄養管理加算（A） 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
栄養管理加算（B） 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

減算（－）
食事搬入（減算） 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
管理者を設置していない 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
土曜日閉所（　　日）※ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
土曜日閉所（　　日）※ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
土曜日閉所（　　日）※ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

減算（×）
定員超過 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00

処遇改善等加算Ⅰ（各月） 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

７．他の施設・事業所への配分等がある場合（加算Ⅰ）

（記号） （記号）

⑦ ⑨

⑧ ⑩

〇算定結果

〔A〕処遇改善等加算Ⅰの総額

〔B〕加算（見込/実績）額 　　（＝A×①÷②　-⑦+⑧）

〔C〕特定加算（見込/実績）額 　　（＝A×（①－③）÷②　-⑨+⑩）

〔D〕基準翌年度から当年度までの公定価格における人件費の改定分 　　（＝A×⑤÷②　×Ｒ５調整率　0.9）

〔E〕基準翌年度から当年度までの公定価格における人件費の改定分（控除後）   　⇒【E】の額以上を人件費改定分として

　　　　職員へ配分すること

　（控除額算定）
　　(1)令和４年度の法定福利費事業主負担分総額（円）
　　(2)令和４年度賃金総額（円） 　

　　(3)法定福利費の事業主負担率　　(１)/（(1)+(2)）
　　(4)(3)の数式によらず法定福利費等の事業主負担率を算定する場合 ←該当する場合直接入力 0.146

　　(5)控除額    

R5実績

施設名：

市町村チェック欄

利用定員（人） 基準年度

基礎分

賃金改善分

合計 4．児童数

7．他の施設への配分等

障害児1,2歳児（再掲）

障害児0歳児（再掲）

合計

各月初日

資格保有者
家庭的保育補助者
保育士比率向上（1，2歳児）
保育士比率向上（0歳児）
障害児保育（1，2歳児）
障害児保育（0歳児）
休日保育
夜間保育
食事搬入（減算）
管理者を設置していない
土曜日閉所（　　日）※
土曜日閉所（　　日）※
土曜日閉所（　　日）※
定員超過
栄養管理加算（A）
栄養管理加算（B）

保育士比率向上（1，2歳児）
保育士比率向上（0歳児）
障害児保育（1，2歳児）
障害児保育（0歳児）

他の施設・事業所への拠出額 0

他の施設・事業所からの受入額 0

0

#DIV/0!

#DIV/0!

#DIV/0!

#DIV/0!

0

0

#DIV/0!

0 .146

#DIV/0!

基準翌年度から当年度までの改定率 5.2 …⑤

加
算
率

加
算
率

2歳児

1歳児

0歳児

減
算

区分 当年度 基準年度 基準年度からの増減

→
対
応
す
る
単
価

１に R5 の利用定員及び

加算Ⅰ加算率を記入

２に前年度の加算率を

記入

３ R5 実績報告では

「５．２」を記入

各月園児数実績を記入

（広域利用園児数含む）

初日園児数も忘れず記入

してください。

左側の表：取得した加算 ○選択

右側の表：各種加算の加算Ⅰ単価を記入

〔注意〕単価について

※「日数」や「人数」をかけるものは、かけた後の額を入力。

「○○×加算率×加配人数」→「○○×加配人数」を入力

（例）チーム保育推進加算（２人）の場合

１００×加算率×加配人数・・・１００×加配２＝２００

R5 については、人件費の改定分【D】から法定福利

費分を控除した【E】の額について、起点賃金水準

に「追加して」職員に配分している必要があります。

別紙様式６別添１⑤「人件費の改定状況部分」に

各職員へ割り振った額を記入します。各職員への

割振額合計が【E】の額以上になるよう配分します。
人件費改定状況部分の法

定福利費算定です。

独自の算定方法による場

合は、（４）のみ記入してく

ださい。

他施設への拠出・受入

があれば記載してくだ

さい。

算定結果【B】の額を

別紙様式６へ転記
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（加算Ⅱ・Ⅲ算定シート）

【加算額算定シート（保育所）】（加算Ⅱ）

１．当年度の状況

人数A

人数B

２．他の施設・事業所への配分等がある場合（加算Ⅱ）　※令和6年度まで配分等が可能

（記号） （記号）

① ③

② ④

３．加算（見込／実績）額　（※当年度の状況を入力）

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

※人数×単価÷初日児童数

※加算Ⅱの単価×初日児童数

※加算額（上表合計）－①＋②

0

【加算額算定シート（保育所）】（加算Ⅲ）

１　当年度の状況

加算Ⅲ
算定対象人数

２．他の施設・事業所への配分等がある場合（加算Ⅲ）　

（記号） （記号）

① ③

② ④

４．加算（見込／実績）額　（※当年度の状況を入力）

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

※人数×単価÷初日児童数

※加算Ⅲの単価×初日児童数

R5実績

施設名：

単価表の単価

（４月～3月）

49,010

6 ,130

他の施設・事業所への拠出額 0

他の施設・事業所からの受入額 0

加算Ⅱの適用

各月初日児童数

加算Ⅱの単価

加算額

加算額
（配分等を反映）

0

単価表の単価
（４月～3月）

11,030 0

他の施設・事業所への拠出額 0

他の施設・事業所からの受入額 0

加算Ⅲの適用

各月初日児童数

加算Ⅲの単価

加算額

加算額
（配分等を反映）

0

認定人数 賃金改善月数

12

区分 当年度 基準年度 基準年度からの増減

認定人数 賃金改善月数

区分 当年度 基準年度 基準年度からの増減

※適用する場合に「〇」を選択。
（基本的に年間を通して適用）

※適用する場合に「〇」を選択。
（基本的に年間を通して適用）

人数 A、B を記入

他の施設への拠出・受

入があれば記入

加算Ⅱ加算額

別紙様式８に転記

加算Ⅲ算定対象人数

を記入

他の施設への拠出・受

入があれば記入

加算Ⅲ加算額

別紙様式 10 に転記



支払賃金総額
（R4実績報告⑩）

勤務
月数

基本給
①

手当
②

賞与
（一時金）

③

小計
④

（①＋②＋③）

1 ○ 保育士 15 常勤 ○ 3,888,000 12 3,000,000 588,000 300,000 3,888,000 120,000 108,000 3,900,000

2 ○ 保育士 10 非常勤 0.8 1,888,000 12 1,872,000 72,000 100,000 2,044,000 96,672 72,000 2,068,672

起点賃金水準

基準年度における賃金水準を適用した場合の賃金※4

A

B

No 職員名
改善
実施
有無

職種
経験年
数　※

1

常勤
非常勤

※2

常勤
換算値

※3

加算Ⅱ
適用

法人役
員との
兼務

基準年度の状
況

人件費の
改定状況   
部分※5

⑤

令和４年度の加
算Ⅲ等による賃
金改善額※6

⑥

計
⑦

（④＋⑤-⑥）

11

（実績報告への記載例・別紙様式６別添１）

※施設全体の人件費の改定分基準額（法定福利費分控除後）・加算額算定シート【E】：１２５万円 （常勤職員８名・非常勤３名）

※常勤職員給与表は令和５年度変更なし、非常勤職員の時給基準と加算Ⅲを増額改定した場合

29,616,000 4,920,000 2,700,000 37,236,000 1,250,016 1,080,000 37,406,016総額

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～

給与表変更なし

R5 の基本給実績

額を記載

時給基準変更

R4 時給×R5 勤務時間

R4 実績は１,７１６,０００円

人件費改定分を

除いた一時金を

記載

加算額算定シート

【E】の額以上と

なっていること

R4基本給 R4加算
Ⅱ

R4加算Ⅲ R4賞与 R5基本給 R5加算Ⅱ R5加算Ⅲ R5賞与 R5人件
費改定分

Aさん

常勤職員
月23万円 月４万円 月９千円 30万円

月25万円
(定期昇給)

月４万円 月９千円 30万円 月１万円

　Bさん
非常勤職員

時給1300円
勤務月110ｈ

なし 月6千円 10万円
時給1500円
勤務月120ｈ

なし 月７千円 10万円 月8,100円
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基本給
⑧

手当
⑨

賞与
（一時金）

⑩

3,000,000 588,000 420,000 4,008,000 108,000 0

2,160,000 84,000 197,200 2,441,200 84,000 288,528

加算当年度内の賃金改善実施期間における支払賃金

賃金改善を行った場合の支払賃金※6 ⑪のうち
加算前年度の加
算残額に係る支

払賃金※6
⑫

⑪のうち
加算Ⅱの新規事
由による賃金改

善額※7
⑬

⑪のうち
加算Ⅲによる賃
金改善額※8

⑭

賃金改善
実績額

⑮
（⑪-⑦-⑫-⑬

-⑭）

計
⑪

（⑧＋⑨＋⑩）

人件費改定分を含めた

一時金を記載

定期昇給や職員の経験年数による増額

以外に賃金改善を行った場合のみプラ

スになります。

新規事由なしの場合、改善額の合計が

マイナスにならなければ OK です！

（実績報告への記載例・別紙様式６別添１）

R4 加算Ⅲ実績額の訂正により、残額

が発生している場合は、⑫に残額配

分実績を記載してください。

（R6 年３月ご連絡分）

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～

合

計

※法定福利費の事業主負担増加相当額算定について

・標準の算定式による算定例

（１）加算前年度（R4)法定福利費等の事業主負担分総額：5,515,200 円

(2)加算前年度(R4)賃金総額：36,768,000 円

(3)R5 賃金改善実績額：865,584 円

（１）÷（２）×（３）＝129,837 円

※独自の算定基準を用いても可〔算定基準は説明できるようにしてください〕

865,584 ←【様式６】（３）②賃金改善実績総額と一致

129,837 ←【様式６】（３）⑪事業主負担増加相当総額

995,421 ←【様式６】（３）①賃金改善等実績総額と一致

（市町村確認ポイント）

・起点賃金水準①～③が適切に記入されているか。
・前年度実績を下回っていないか。（要件に沿った運用であれば、
職員の状況変化以外で前年度の賃金実績から下回ることはあり
ません。）

・⑤、⑫が適切に記入されているか。
・⑮合計は０以上となっているか。
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（実績報告への記載例・別紙様式８別添１）
別紙様式８別添１

（６）副主任保育士等に係る賃金改善について（内訳）

例1 円 × 12 月 × 2 人 ＝ 円 円 × 12 月 × 2 人 ＝ 円

例2 円 × 12 月 × 1 人 ＝ 円 円 × 12 月 × 1 人 ＝ 円

例3 円 × 12 月 × 1 人 ＝ 円 円 × 12 月 × 1 人 ＝ 円

例4 円 × 12 月 × 1 人 ＝ 円 円 × 12 月 × 1 人 ＝ 円

例5 円 × 12 月 × 1 人 ＝ 円 円 × 12 月 × 1 人 ＝ 円

1 円 × 12 月 × 1 人 ＝ 円 円 × 月 × 人 ＝ 円

2 円 × 月 × 人 ＝ 円 円 × 月 × 人 ＝ 円

3 円 × 月 × 人 ＝ 円 円 × 月 × 人 ＝ 円

4 円 × 月 × 人 ＝ 円 円 × 月 × 人 ＝ 円

5 円 × 月 × 人 ＝ 円 円 × 月 × 人 ＝ 円

6 円 × 月 × 人 ＝ 円 円 × 月 × 人 ＝ 円

7 円 × 月 × 人 ＝ 円 円 × 月 × 人 ＝ 円

8 円 × 月 × 人 ＝ 円 円 × 月 × 人 ＝ 円

9 円 × 月 × 人 ＝ 円 円 × 月 × 人 ＝ 円

10 円 × 月 × 人 ＝ 円 円 × 月 × 人 ＝ 円

円 円

円

円

施設・事業所名 0

　　記載例に従って、下記の表に記載すること（職名・職種・改善した給与項目、算出方法が同じ場合には、まとめて記載すること）。

処遇改善等加算Ⅱによる賃金改善額

うち基準翌年度から加算当年度における賃金改善分
※加算Ⅱ新規事由がある場合のみ記入

副主任保育士 保育士 ○○　○○ 基本給 40,000 960,000 2,000 48,000

副主任保育士 保育士 ○○　○○ 手当 40,000 480,000 2,000 24,000

指導教諭 幼稚園教諭 ○○　○○ 基本給 40,000 480,000 2,000 24,000

専門リーダー 保育士 ○○　○○ 基本給 40,000 480,000 2,000 24,000

専門リーダー 調理員 ○○　○○ 基本給 30,000 360,000 1,000 12,000

副主任保育士 保育士 Aさん 手当 40,000 480,000 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

①賃金改善額　計 480,000 0

②上記に対応する法定福利費等の事業主負担分の総額 72,000

③①＋② 552,000

番号 職名 職種 氏名
改善した
給与項目

加算Ⅱの対象職員

について、役職毎

に記入してください

法定福利費の事業主負

担分を算定し、

記入してください。

（市町村確認ポイント）

・（６）の対象者について、月額４万円の賃金改善対象者がⅠ名以上となっているか。
（主任保育士・主幹教諭・教頭・副園長等管理職に４万円の改善をして
いないか。）

・（７）の対象者について、人数B以上となっているか。
・基本給・手当による改善額の合計が、「人数A×４万円×12＋人数 B×
５千円×12」以上となっているか。

・総合計額が加算Ⅱ加算額以上となっているか。

R５実績では、（６）の副主任保育士等に

発令された職員は、所定の研修を修了し

ていなければなりません。認定申請時か

ら対象職員を変更した場合には、研修修

了証の写しを市町村へご提出ください。
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別紙様式10別添１

賃金改善内訳(職員別内訳)

1 保育士 常勤 1.0 12 108,000円 108,000円 9,000円
2 保育士 非常勤 0.8 12 84,000円 84,000円 0円 8,750円

施設・事業所名 0

加算Ⅲによる賃金改善額　※3

Aさん
Bさん

No 職員名 職種
常勤・非常勤

の別
※1

常勤
換算
値
※2

賃金
改善
月数

賃金改善に伴い増
加する法定福利費
等の事業主負担分　
※4

賃金改善月
額※5

備考基本給及び決
まって毎月支

払う手当
その他

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～
1,116,000円 1,116,000円 0円 167,400円

100.0%

総額

加算による賃金改善のうち、基本給及び決まって毎月支払う手当によるものの割合※
6

（実績報告への記載例・別紙様式 10 別添１）

職員名・職種等は様式６

別添１から自動転記

加算Ⅲによる改善額を基本

給・毎月支払う手当と一時金

に分けて記入（実績を記入）

（市町村確認ポイント）

・「加算Ⅲによる賃金改善総額＋法定福利費等の事業主負担分」が
加算Ⅲの加算実績額以上となっているか。

・基本給及び毎月支払う手当による改善額の割合が、加算Ⅲによる賃金

６６．６％以上

法定福利費等の事業主負担分

を算定し、記入してください。
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別紙様式10

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

（１）前年度の加算残額に対応する賃金改善の状況（前年度の加算残額がある場合のみ記入）

① 円

②
円

④

（２）加算実績額

① 円

円

③

※

（３）賃金改善等実績総額

①
円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

（４）他施設への配分等について

① 円

円

③ 円

円

※

（５）加算実績額と賃金改善に要した費用の総額との差額について

①

円

円

（以下、加算残額が生じた場合のみ記入）

基本給

手当（　　　　）

賞与（一時金）

その他（　　　　）

上記の内容について、全ての職員に対し周知をした上で、提出していることを証明いたします。

令和５年度賃金改善実績報告書（処遇改善等加算Ⅲ）

市 町 村 名 0

施 設 ・ 事 業 所 名 0

施 設 ・ 事 業 所 類 型 0

施 設 ・ 事 業 所 番 号

加算前年度の加算残額

加算前年度の加算残額に対応した支払い賃金額（法定福利費
等の事業主負担増加額を含む）

支払いの有無 支払い時期

賃金改善の方法 基本給

手当（　　　　）

賞与（一時金）

その他（　　　　）

　具体的な支払い方法

加算実績額（千円未満の端数は切り捨て）（※）

②特定加算実績額（千円未満の端数は切り捨て）

（※）
0

賃金改善実施期間 令和５年４月　～　令和６年３月

施設・事業所間で加算額の一部の配分を調整する場合の「加算実績額」及び「特定加算実績額」については、調整による

加算額の増減を反映した（加算実績額にあっては（４）①の額を減じ、（４）③の額を加えた後の、特定加算実績額に

あっては（４）②の額を減じ、（４）④の額を加えた後の）金額を記入すること。

賃金改善等実績総額（②＋⑩）（千円未満の端数は切り捨

て）
0

②賃金改善実績総額（③－④－⑤－⑥） 0

③支払賃金 0

④③のうち、加算前年度の加算残額に係る支払賃金 0

⑤③のうち、加算Ⅱの新規事由による賃金改善額 0

⑥起点賃金水準（⑦＋⑧－⑨） 0

⑦基準年度の賃金水準（当該年度に係る加算残額

（令和４年度の加算Ⅲに係るものを除く）を含
む）

0

⑧基準翌年度から加算当年度までの公定価格にお

ける人件費の改定分
0

⑨令和４年度の加算Ⅲ等による賃金改善額 0

⑩事業主負担増加相当総額

拠出額 0

②うち基準年度からの増減分 0

受入額 0

④うち基準年度からの増減分 0

別紙様式10別添２の「同一事業者内における拠出見込額・受入見込額一覧表」を添付すること。

加算実績額に要した費用の総額との差額（千円未満の端数は

切り捨て）

（２）①－別紙様式10別添１の「加算Ⅲによる賃金改善額」

と「賃金改善に伴い増加する法定福利費等の事業主負担分」

の総額欄の合計
-1,283,000

加算Ⅲ新規事由の有無 加算Ⅲ新規事由あり

0

支払いの有無 支払い時期

令和　　年　　月　　日

事 業 者 名 0

代 表 者 名 0

③ 加算前年度の加算残額に対応した賃金の支払い状況

支払った給与の項目

※加算Ⅲ新規事由ありの場合、以下についても算出するこ
と。
（２）②－（３）①

② 加算残額に対応した賃金の支払い状況

③ 支払った給与の項目

④ 具体的な支払い方法

（実績報告への記載例・別紙様式６・８・10）

R4 実績報告で残額

が発生している場合、

（１）に実績を記載

（加算Ⅲは算定シート不備に

よる残額を R6 年３月にお知

らせしています。）

加算額算定シートから転記

別紙様式６別添１から自動転記

別紙様式８・10 の事業主負担

増加相当額は算定し、記入して

ください。

新規事由あり・なしを選択

加算Ⅰ 賃金改善要件分の加算率が R4 より増加=新規事由あり

加算Ⅱ R4 から継続している施設は、「新規事由なし」

加算Ⅲ 全施設「新規事由あり」

加算実績額と賃金改善に要した

費用の総額の差額は、要件を満

たしていれば「０以下」と

なります。

残額が発生している場合は、

支払い計画を記載してくださ

い。
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○R6 認定申請の流れ

加算見込み額の算定

認定申請書類の作成

提出物

・加算Ⅰ～Ⅲの適用申請書（様式１・３・４）

・キャリアパス要件届出書（様式２）

・賃金改善に係る誓約書 (別紙様式１１）

・加算額算定シート

・平均年齢別児童数計算表

・加算対象職員数計算表

・令和６年度から、事務負担軽減のため、前年度に加算Ⅰ～Ⅲを適用した施設については、

設置者の誓約書の提出をもって、賃金改善計画書の作成が不要となります。

※R6年度に新たに加算を取得する場合、運営主体の変更
等がある場合には上記に加え、賃金改善計画書の作成
が必要です。作成方法については、個別に対応いたし
ます。
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黄緑色セルは入力項目、黄色セルは自動計算。

児童数は、月初日利用児童数を入力すること。

小規模保育所、事業所内保育事業所については、１，２歳児、０歳児欄に記入すること。

（１）令和５年度実績
4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 

児童数 0人 

伸び率  

児童数 0人 

伸び率

うち満３歳児 児童数 0人 

伸び率

児童数 0人 

伸び率  

児童数 0人 

伸び率

児童数 0人 

伸び率

児童数 0人 

伸び率

（２）前年実績による令和６年度見込み年齢別平均児童数
4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 

実績

児童数 0人 

児童数 0人 

うち満３歳児 児童数 0人 

児童数 0人 

児童数 0人 

児童数 0人 

児童数 0人 

児童数 0人 0人 

児童数 0人 0人 

うち満３歳児 児童数 0人 0人 

児童数 0人 0人 

児童数 0人 0人 

※各月の初日人数は各施設の面積基準を下回らないこと

（３）前年度実績による見込みによりがたい場合の年齢別平均児童数
4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 

実績 実績

児童数 0人 

児童数 0人 

うち満３歳児 児童数 0人 

児童数 0人 

児童数 0人 

児童数 0人 

児童数 0人 

児童数 0人 0人 0人 0人 0人 0人 0人 0人 0人 0人 0人 0人 0人 

児童数 0人 0人 0人 0人 0人 0人 0人 0人 0人 0人 0人 0人 0人 

うち満３歳児 児童数 0人 0人 0人 0人 0人 0人 0人 0人 0人 0人 0人 0人 0人 

児童数 0人 0人 0人 0人 0人 0人 0人 0人 0人 0人 0人 0人 0人 

児童数 0人 0人 0人 0人 0人 0人 0人 0人 0人 0人 0人 0人 0人 

※各月の初日人数は各施設の面積基準を下回らないこと

前年度実績による見込みによりがたい場合、その理由　（３）の算出結果を使用する場合は入力必須

平均年齢別児童数計算表（認定こども園、保育所等）

施設・事業所名

実績

見込み（４月実績×（１）で算出された伸び率）

４歳以上児

３歳児

４歳以上児

３歳児

１，２歳児

０歳児

４歳以上児

３歳児

１，２歳児

０歳児

見込み児童数

４歳以上児

３歳児

４歳以上児

３歳児

１，２歳児

０歳児

４歳以上児

３歳児

１，２歳児

０歳児

例：近隣の保育所が、10月に閉所予定であり、その児童数の○○人を受け入れる予定であるため。

5年度
平均

児童数

１
号

４歳以上児

３歳児

４歳以上児

３歳児

１，２歳児

０歳児

6年度
平均

児童数

１
号

２
・
３
号

合
計

6年度
平均

児童数

１
号

２
・
３
号

合
計

２
・
３
号

上記計算では実態と大きく乖離する場合（面積基準を下回る場合含む）

【上記算出結果を使用する場合は以下入力不要】

（平均年齢別児童数計算表）

R5 の実績園児数を

記入してください。

（実績で作成した加算

額算定シートの園児数

と同様となります。）

R6 年４月の実績人数

のみ記入してくださ

い。

実態とかけ離れる場合

見込み児童数を入力し

てください。（理由も忘れず

に記載願います）

下記のうち、実態に近い児童数を選択します。

・（２）の平均児童数

・R6 年４月の実績児童数

・（３）の平均児童数

※加算Ⅰ～Ⅲの見込児童数は選択した児童数

で統一してください。

加算Ⅱは４月の実績人数、加算Ⅲは（２）の

平均児童数で算定するということは不可。
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処遇改善等加算Ⅱ　加算対象職員数計算表（保育所）

0．基礎情報

選択項目 入力項目 入力項目

本園分を
記入

入力不要

0 0

※

１．加算対象人数の基礎となる職員数（人）

選択
項目

選択
項目

ａ 年齢別配置基準による職員数

4歳以上児 0 0.00 0.0 0 0.00 0.0 

  4歳以上児配置改善加算 0

3歳児 0 0.00 0.0 0 0.00 0.0 

  3歳児配置改善加算 0

１，２歳児 0 0.00 0.0 0 0.00 0.0 

０歳児 0 0.00 0.0 0 0.00 0.0 

小計（小数点第一位四捨五入） 0.0 0.0 

ｂ 保育標準時間認定の児童 0.0 0.0 

ｃ 主任保育士専任加算 0.0 

ｄ 事務職員雇上加算 0.0 

ｅ 休日保育加算 0.0 

ｆ チーム保育推進加算 0.0 

g 0.0 

利用定員数に基づく職員数 1.5 0.0 

合計 1.5 0.0 

職員数（1人未満端数　四捨五入） 2 0 

２．加算対象職員数（人）

人数A（職員数の１／３） 0.67 1 

人数B（職員数の１／５） 0.40 1 

（参考）加算見込額（円）

49,010 円　×　人数A 49,010

6,130 円　×　人数B 6,130

合　計 55,140

施設・事業所名 ○○○保育所

分園の有無

利用定員数

年齢別児童数

４歳児以上児

３歳児

１，２歳児

０歳児

各月平均の年齢別児童数を使用する場合は、別途配布している「年齢別児童数計算表」により計算した児童数を入力すること。
特例給付を受けて利用する児童がいる場合は、該当する年齢区分に含めること。

本園分 選択不要

職員数
（自動計算）

職員数
（自動計算）

－

－

－

－

栄養管理加算 －

A：配置であ

加算算定上
の「加配人

処遇改善等加算Ⅲ　加算Ⅲ算定対象人数計算表（保育所）

0．基礎情報

選択項目 入力項目 入力項目

なし
本園分を

記入
入力不要

0 0

※

１．加算Ⅲの加算算定対象人数（人）

選択
項目

選択
項目

ａ 年齢別配置基準による職員数 0.0 0.0 

4歳以上児 0 0.0 0 0.0 

0 0.0 本園と合算

3歳児 0 0.0 0 0.0 

  3歳児配置改善加算 0 0.0 本園と合算

１，２歳児 0 0.0 0 0.0 

０歳児 0 0.0 0 0.0 

小計（小数点第一位四捨五入） 0.0 0.0 

ｂ 保育標準時間認定の児童 0.0 0.0 

ｃ 主任保育士専任加算 0.0 

ｄ 0.0 

ｅ 事務職員雇上加算 0.0 

ｆ 0.0 

g 0.0 

h チーム保育推進加算 0.0 

i 0.0 

j -1.3 0.0 

k 0.0 

利用定員数に基づく職員数 4.5 0.0 

合計 4.5 0.0 

加算Ⅲ算定対象人数（1人未満端数　四捨五入） 5 0 

（参考）加算見込額（円）

11,030 円　×　加算Ⅲ算定対象人数

施設・事業所名 ○○○保育所

分園の有無

利用定員数

年齢別児童数

４歳児以上児

３歳児

１，２歳児

０歳児

別途配布している「年齢別児童数計算表」により計算した児童数を入力すること。
特例給付を受けて利用する児童がいる場合は、該当する年齢区分に含めること。

本園分 選択不要

職員数
（自動計算）

職員数
（自動計算）

　4歳以上児配置改善加算

－

療育支援加算 －

－

休日保育加算 －

夜間保育加算 －

－

栄養管理加算 －

分園の場合 －

施設長を配置していない場合 －

55,150

（加算対象職員数計算表）

・利用定員数、平均年齢別児童数

を記入する。

※認定こども園は、加算Ⅱ・Ⅲで

児童数の記載方法が異なるので

注意してください。

・施設で取得している加算を入力

R6 年４月の加算取得状況を入力

してください。

（Ⅱ・Ⅲで共通の加算は、それぞ

れ取得状況が異ならないよう、

ご注意ください。）
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（加算率等認定申請書・別紙様式１）
別紙様式１

（１）加算率

％ ％ ％

※ 「適」で前年度から取組内容に変更がない場合又は「加算Ⅱ」の場合を除き、別紙様式２を添付すること。

※ 「否」の場合、②の割合から２％減じること。

※ 処遇改善等加算Ⅱを受ける場合は、「加算Ⅱ」を選択すること。

　（参考）前年度の認定の状況

％ ％ ％
※処遇改善等加算Ⅱの適用を受けていた場合は、「加算Ⅱ」を選択すること。

（２）加算Ⅰ新規事由の状況（賃金改善要件分を受ける場合）

場合（ｂ－１）※

※私学助成を受けていた幼稚園が初めて加算Ⅰの賃金改善要件分の適用を受ける場合を除く。

（３）職員１人当たりの平均経験年数の算定

ア イ

年 月 年 月

年 月 年 月

年 月 年 月

年 月 年 月

年 月 年 月

年 月 年 月

年 月 年 月

年 月 年 月

年 月 年 月

年 月 年 月

年 月 年 月

年 月 年 月

年 月 年 月

年 月 年 月

年 月 年 月

年 月 年 月

年 月 年 月

年 月 年 月

年 月 年 月

年 月 年 月

年 月 年 月

年 月 年 月

年 月 年 月

年 月 年 月

年 月 年 月

年 月 年 月

年 月 年 月

年 月 年 月

年 月 年 月

年 月 年 月

※１　経験年月数は、当年度４月１日現在により算定する。新たな職員の職歴証明書、年金加入記録等の写しを添付すること。

※２　平均経験年数は、６か月以上の端数は１年とし、６か月未満の端数は切り捨てとする。

令和６年度加算率等認定申請書（処遇改善等加算Ⅰ）

高知県教育長　殿

令和６年　月　日

市 町 村 名

施 設 ・ 事 業 所 名

施設・事業所類型

施設・事業所番号

設 置 者

③キャリア
パス要件※

0

③キャリア

パス要件※

0

加算Ⅰ新規事由 具体的な状況

　
賃金要件分の加算率が前年度よりも増加する場合又は私学助成を受けていた幼稚園が初め

て加算Ⅰの賃金改善要件分の適用を受ける場合（ａ）

前年度に賃金改善要件分を受けておらず、それ以前に賃金改善要件分を受けていた

受けた直近年度（ ）年度

　 初めて賃金改善要件分を受ける（ｂ－２）※

定 員 地 域 区 分 その他地域 開 設 年 月 日 年　月　日

経験年月数

現に勤務する

施設・事業所

の勤続年数

その他の施設・

事業所の通算勤

続年数

人

0

職員１人当たりの平均経験年数
（Ｃ＝Ｂ÷Ａ）

0 年※２

市町 村 審 査

担 当 者 名

①基礎分
（(3)Ｃに基づき設定）

　　　②賃金改善要件分
※③が否の場合は、キャリアパス要件分の

値を減じること。
加算率（①＋②）

①基礎分
　　　②賃金改善要件分
※③が否の場合は、キャリアパス要件分の

値を減じること。
加算率（①＋②）

　
　

氏　　名 職種
合計

（ア＋イ）
その職種の資格取得

　　年　　月　　日

職員総数
Ａ

総通算勤続年月数
Ｂ

0 年 0 月

職
員
別
の
経
験
年
月
数
※１

R6 年４月１日に在籍し

ている常勤職員すべて

について記入してくだ

さい。

基礎分、賃金改善要件

分、キャリアパス要件等

施設の状況により記載

入・選択してください。

令和５年度の加算率を

記入してください。

継続の施設については、

賃金改善要件分の

加算率が増加したときの

み「新規事由あり」

（市町村確認ポイント）

・職員の勤続年数については、留意事項を参考にして市町村においてご
確認ください。

・当課で確認する際は、前年度の申請書類との比較をしています。
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別紙様式３

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

加算の要件について

加算額の算定に用いる職員数について

人

人

人

３歳児配置改善加算

４歳以上児配置改善加算

満３歳児対応加配加算

講師配置加算

チーム保育加配加算

通園送迎加算

給食実施加算（施設内調理）

主幹教諭等専任加算

事務職員配置加算

指導充実加配加算

事務負担対応加配加算

栄養管理加算（Ａ：配置の場合）

副園長・教頭配置加算を受けている場合の減算

年齢別配置基準を下回る場合による減算

３歳児配置改善加算

４歳以上児配置改善加算

保育標準時間認定の子どもの有無

主任保育士専任加算

事務職員雇上費加算

休日保育加算

チーム保育推進加算

栄養管理加算（Ａ：配置の場合）

令和６年度　加算算定対象人数等認定申請書（処遇改善等加算Ⅱ）

高知県教育長　殿

令和６年　月　日

市 町 村 名 0

施 設 ・ 事 業 所 名 0

施設・事業所類型 0

施設・事業所番号

設 置 者 0

次の内容について、当てはまる項目に○をつけること。

①利用定員

４歳以上児 ３歳児 １，２歳児 ０歳児

うち満３歳児※

　職員の職位、職責又は職務内容に応じた勤務条件等の要件及びこれに応じた賃金体系を
定め、全ての職員に周知している。

②年齢別
　児童数 人 人 人

③各種加算
の適用状況

幼
稚
園

保
育
所

（加算算定対象人数等認定申請書・別紙様式３・４）

３歳児配置改善加算

４歳以上児配置改善加算

満３歳児対応加配加算

保育標準時間認定の子どもの有無

学級編制調整加配加算

講師配置加算

チーム保育加配加算

通園送迎加算

給食実施加算（施設内調理）

休日保育加算

事務職員配置加算

指導充実加配加算

事務負担対応加配加算

栄養管理加算（Ａ：配置の場合）

副園長・教頭配置加算を受けている場合の減算

年齢別配置基準を下回る場合による減算

障害児保育加算

保育標準時間認定の子どもの有無

休日保育加算

栄養管理加算（Ａ：配置の場合）

障害児保育加算

保育標準時間認定の子どもの有無

栄養管理加算（Ａ：配置の場合）

障害児保育加算

保育標準時間認定の子どもの有無

休日保育加算

栄養管理加算（Ａ：配置の場合）

年

年

⑤加算対象人数の基礎となる職員数 人

人数Ａ（⑤×１／３） 人

人数Ｂ（⑤×１／５） 人

※　満３歳児の人数の記入は、幼稚園、認定こども園のみ記入すること。

※　②について各月平均の年齢別児童数とする場合は、算出方法を示した書類を添付すること。

※　④について経験年数の根拠となる書類を添付すること。

※　⑤について算出方法を示した書類を添付すること。

※　⑥について家庭的保育事業、事業所内保育事業所（利用定員５人以下の事業所に限る。）及び居宅訪問型保育

　　事業の場合は「人数A」「人数B」のいずれかに「１」、他方に「０」を記入すること。

主幹保育教諭等の専任化により子育て支援の取組を実施していない場合であって代替保
育教諭等を配置していない場合による減算

食事の提供について自園調理又は連携施設等からの搬入以外の方法による減算

食事の提供について自園調理又は連携施設等からの搬入以外の方法による減算

食事の提供について自園調理又は連携施設等からの搬入以外の方法による減算

家庭的保育
加算対象者
経験年数

居宅訪問型保育
加算対象者
経験年数

市町 村審 査

担 当 者 名

小
規
模
保
育
（
A
型
B
型
）
小
規
模
保
育
（
C
型
）

事
業
所
内
保
育

④家庭的保
育等の経験
年数

⑥加算対象
人数

認
定
こ
ど
も
園

別紙様式４

加算の要件について

加算額の算定に用いる職員数について

人

人

人

３歳児配置改善加算

４歳以上児配置改善加算

満３歳児対応加配加算

講師配置加算

チーム保育加配加算

通園送迎加算

給食実施加算（施設内調理・外部搬入）

主幹教諭等専任加算

療育支援加算（Ａ・Ｂ）

事務職員配置加算

指導充実加配加算

事務負担対応加配加算

栄養管理加算（Ａ：配置の場合）

年齢別配置基準を下回る場合による減算

３歳児配置改善加算

４歳以上児配置改善加算

保育標準時間認定の子どもの有無

主任保育士専任加算

療育支援加算（Ａ・Ｂ）

事務職員雇上費加算

休日保育加算

夜間保育加算

チーム保育推進加算

栄養管理加算（Ａ：配置の場合）

分園の場合の減算

施設長を配置していない場合の減算

令和６年度　加算算定対象人数等認定申請書（処遇改善等加算Ⅲ）

市町村長　殿

令和　年　月　日

市 町 村 名

施 設 ・ 事 業 所 名

施設・事業所類型

施設・事業所番号

設 置 者

次の内容について、当てはまる項目に○をつけること。

①利用定員

４歳以上児 ３歳児 １，２歳児 ０歳児

うち満３歳児※

処遇改善等加算Ⅲによる賃金改善に係る計画の具体的内容を職員に周知している

②年齢別
　児童数 人 人 人

③各種加算
の適用状況

幼
稚
園

保
育
所

障害児保育加算

保育標準時間認定の子どもの有無

休日保育加算

夜間保育加算

栄養管理加算（Ａ：配置の場合）

管理者を配置していない場合の減算

家庭的保育補助者加算

障害児保育加算

栄養管理加算（Ａ：配置の場合）

保育標準時間認定の子どもの有無

特定の日に保育を行わない場合による減算

④加算対象人数の基礎となる職員数 人

※　満３歳児の人数の記入は、幼稚園、認定こども園のみ記入すること。

※　②について各月平均の年齢別児童数の算出方法を示した書類を添付すること。

※　④について算出方法を示した書類を添付すること。

食事の提供について自園調理又は連携施設等からの搬入以外の方法による減算

食事の提供について自園調理又は連携施設等からの搬入以外の方法による減算

市町 村審 査

担 当 者 名

家
庭
的
保
育

居宅
訪問
型保
育

③各種加算
の適用状況

事
業
所
内
保
育

１８ページで作成した加算対象職員計算表から転記をお願いします。
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○誓約書について

別紙様式11

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

１．当年度の加算見込額

円 円 円

率 人

円 円 円 円

月 月 月

令和６年度賃金改善に係る誓約書（処遇改善等加算Ⅰ～Ⅲ）

市 町 村 名 0

施 設 ・ 事 業 所 名 0

施設・ 事業 所類 型 0

施設・ 事業 所番 号

処遇改善等加算Ⅰ
（賃金改善要件分）

処遇改善等加算Ⅱ 処遇改善等加算Ⅲ

加算見込額 0 0

加算率・
基礎職員数

0 人数A 0 人数B 0 0

単価

月数 12 12 12

※.1 誓約書の提出後に状況等が変わり、加算額が変わった場合でも改めて提出することは不要。

２．賃金改善に係る誓約について

・処遇改善等加算Ⅰ～Ⅲについて、下欄の項目に〇を入れることで誓約する。

　
加算額は加算当年度の職員の人件費（賃金改善額を含む）に確実に充てるとともに、当該職員に係
る支払い賃金総額が当該職員に係る起点賃金水準を下回りません。

※1．人件費には、それに伴う法定福利費の事業主負担分の増を含む。
※2．「賃金改善額」とは、加算当年度の職員について、雇用形態、職種、勤続年数、職責等が
    同等の条件の下で、基準年度に適用されていた算定方法に基づく賃金水準を超えて、賃金を
    引き上げた金額をいう。賃金改善に伴う法定福利費の事業主負担分の増は賃金改善額に加える。

上記について、すべての職員に対し、周知をした上で、提出していることを証明いたしま
す。

令和　　年　　月　　日

事 業 者 名 0

代 表 者 名 0

内
訳

・加算Ⅰ

加算額算定シート

・加算Ⅱ・Ⅲ

平均年齢別児童数計算表

加算対象職員数計算表

○を入れることで誓約する

※職員への支払賃金総額が起点賃金水準を下回らないこと

※加算額を対象職員の人件費に確実に充てること

要件は令和５年度から変わっていないのでご注意くださ

い。

・令和６年度から、事務負担軽減のため、前年度に加算Ⅰ～Ⅲを適用した施設については、

設置者の誓約書の提出をもって、賃金改善計画書の作成が不要となります。



ありがとうございました。


